
はじめに

　栃木県は恵まれた土地、気候条件等を生か

し、県内をはじめ首都圏における食糧供給基

地として重要な役割を果たしています。

　いちご、二条大麦、かんぴょうなど日本有

数の農産物もありますが、畜産に関しても生

乳生産量第２位、乳用牛の飼養頭数第２位、

肉用牛飼養頭数第７位、豚飼養頭数第９位に

位置する全国でも有数の畜産県となっていま

す。

　栃木県内の畜産特別資金等の借受者数は、

令和４年度期末時点で残高を有する者が７

名、貸付している融資機関は５件となってお

り、当該借受者のうち肉用牛経営が２件、酪

農経営が５件となっています。借受者の多く

は融資期間をはじめとする関係機関の指導に

よって経営改善計画の達成が図られています

が、中には思うように経営再建が進まず、や

むを得ず経営を断念する事例も見受けられま

す（図１）。

事業推進体制

　栃木県では畜産特別資金等の適正かつ円滑

な貸付ならびに借受者の経営改善の指導およ
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び支援を実施するために栃木県畜産経営改善

支援協議会を設置しており、栃木県畜産協会

が事務局を担っています。支援協議会の主な

役割は以下のとおりです。

（１�）経営改善計画および融資機関支援計画

の作成に係る支援・指導

（２�）融資機関および地域関係機関・団体の

指導状況の確認および支援・指導

（３）指導力の向上を目的とした研修等

（４）その他必要な事項

　これらの指導体制を円滑に行うために、支

援協議会内に畜産特別資金指導班（以下、「県

指導班」という）を設置し、借受者および融

資機関への指導・助言を行っています。

地域指導体制

　栃木県では借受者ごとに県農業振興事務

所、家畜保健衛生所、市町村、融資機関、農

協等を構成員とする地域指導班を設置してい

ます。活動回数は各地域指導班により多少の

違いはありますが、基本的には四半期に１回

地域指導班会議を開催し、経営改善計画の達

成状況の確認や今後必要となる設備投資等に

ついて確認をします。栃木県畜産協会も地域

指導班会議に出席することでより正確な状況

把握に努めています。

　栃木県では４名の借受者が一般の金融機関

から融資を受けているため、資金計画の指導

を金融機関が実施し、営農活動の指導を農協

等が実施することが珍しくありません。これ

らの指導内容の共有のためにも地域指導班会

議は不可欠なものであり、結果としてさまざ

まな立場から意見が出ることになり、より効

果的な指導を可能にしていると感じていま

す。

　また、地域指導班会議には原則として借受

者本人にも出席してもらい、現在の経営状況

や指導事項への取り組み状況などを報告して

もらいます。借受者本人が経営改善の取り組

みに手ごたえを感じているか、あるいは思う

ような成果を得られていないと感じているか

は報告の際の表情から読み取ることができる

と考えています。経営改善計画は長期間に及

ぶため、借受者本人のやる気は何よりも重要

になってきます。借受者本人の意向に配慮し

た最善の方法を見つけるためにも、定期的な

地域指導班会議は効果的です（図２）。

見直し協議ヒアリング

　栃木県では毎年８月頃各融資機関が提出し

（図１）畜産特別資金借受者推移

畜　種
借受者数（人） 期末時点借入金残高（千円）

令和２年 令和３年 令和４年 令和２年 令和３年 令和４年

肉用牛 2� 2� 2� 66,910� 61,105� 52,550�

酪　農 6� 6� 5� 122,577� 111,777� 81,717�

合計 8� 8� 7� 189,487� 172,882� 134,267�
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（図２）栃木県における畜産特別資金借受者への指導体制
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た経営改善計画書の内容や妥当性について協

議するためにヒアリングを実施しておりま

す。実施要綱では計画の見直し期間は据置期

間終了後原則５年間、経営改善状況によって

は償還終了までと定められておりますが、栃

木県では基本的に全借受者に毎年経営改善計

画書を提出してもらっています。

　ヒアリングについても据置期間終了後５年

を経過し、かつ経営改善計画も順調に進んで

いる借受者については終了となりますが、新

たな投資を検討したい、または経営改善計画

を見直したいなどの際にはヒアリングを実施

して確認することで長期間の経営把握に努め

ています。

　ヒアリング終了後、県指導班員で検討会を

実施し、借受者を以下のとおりランク分けし

ます。

　Ａ�：経営・技術ともに問題なし

　Ｂ - １：経営管理に課題あり

　Ｂ - ２：経営管理・技術水準に問題あり

　Ｂ - ３：総合的に問題あり

　Ａランクの借受者については、技術的にも

優れており、経営改善計画もきちんと達成で

きているため、農協等を中心に指導を継続し

てもらいます。

　Ｂ - １ランクの借受者については、経営管

理に課題があるため、地域指導班の中でも金

融機関を中心として指導を継続してもらいま

す。

　Ｂ -２ランクの借受者については、経営管

理だけでなく技術水準にも課題があるため、

地域指導班で重点的に指導するだけではなく、

必要に応じて県指導班も一緒に指導します。

　Ｂ - ３ランクの借受者については、経営管

理や技術水準のみでなく借受者本人の経営改

善に対する意欲が乏しかったり、過去の取り

組みの成果が出ていないなど総合的な問題が

あるため、県指導班が地域指導班と一体とな

って指導します。

現地検討会

　上記ヒアリングの結果、Ｂ - １およびＢ -

２となった借受者および融資機関に対して

は、必要に応じて現地検討会を実施します。

これまでは地域指導班や県指導班員が一緒に

農場に行って検討会を実施しておりました。

しかし、飼養衛生管理基準の遵守の観点から

大人数での農場立ち入りは好ましくない状況

になってきており、近年では実施を控えてい

る状況です。

　現地検討会では経営改善計画が思うように

進んでいない要因をより明確にするために、

経営管理状況や飼養管理状況について細部ま

で確認します。具体的には、経営管理に問題

がある場合は金融機関に年単位ではなく四半

期、場合によっては月ごとの収支内容を把握

することでより正確な家計費の把握に努めて

もらいます。また、飼養管理については飼料

の給餌量だけではなく給餌回数やその方法な

ども確認することで改善が必要となるポイン

トを明確にし、より効果的な指導ができるよ

うにします。

　このようにさまざまな方法で経営改善を目

指しますが、何よりも重要なことは借受者本

人が必要性を理解し、納得して対応すること

だと感じています。家計費や飼養管理状況に

ついて詳細に報告することは難しいことでは
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ありませんが、時には煩わしく感じることも

あると思います。そのような時に借受者が前

向きに計画に取り組めるかどうかは本人のや

る気が大切です。同じ作業でも指導班員に言

われたから仕方なく行うのと、自分から積極

的に行うのではその効果も大きく変わってき

ます。借受者が常に前向きに指導内容を実施

するためには、借受者と指導班員との間に強

い信頼関係が必要になってきます。

濃密指導

　ヒアリングの結果、残念ながらＢ - ３と判

定した借受者には濃密指導を実施します。判

定自体は毎年行うため、Ｂ - ３の借受者がい

ない時もありますが、指導は継続して行うこ

とが重要なため、濃密指導に関しては基本的

に複数年継続して行います。前述の現地検討

会はあくまで地域指導班が中心となって行い

ますが、濃密指導に関しては本会および県指

導班が中心となって行います。そのため、必

要に応じて外部の専門家にも協力をいただ

き、実際に現地を確認しながら改善点を検討

していきます。

　濃密指導に関しても近年ではなかなか現地

指導が実施できていない状態ですが、今後は

指導の機会を増やしていきたいと考えていま

す。

指導研修会の開催

　本県では長らく実施はできておりません

が、融資機関および関係機関の指導者を対象

にした研修会を開催したいと思っています。

関係機関の広域合併や担当者の異動等により

指導のノウハウがうまく継承できていないと

感じることが増えてきました。指導班員にと

って必要な知識を学ぶだけでなく、実際に指

導に携わっている人の体験談を聞くことで、

借受者との接し方なども学ぶことができるた

め、ぜひ開催したいと思っています。

おわりに

　近年の畜産業界を取り巻く情勢は大変厳し

いものとなっております。国際情勢の不安定

化に伴う生産資材関係の高騰もまだまだ続い

ており、配合飼料価格や乾牧草価格も高止ま

りしています。このような中で畜特資金の需

要は今後増えることが予測されますが、本県

においては畜特資金の新規借受者は５年以上

いない状況です。

　新規借受者がいない要因はいくつかあるで

しょうが、その中の一つに畜特資金に対する

マイナスのイメージがあると思います。長期

にわたる償還期間に加えて定期的な経営状況

の報告が必要なため、融資機関や生産者にと

って面倒に感じ、畜特資金の借り入れを決断

できないという意見も聞こえてきます。しか

し、対策を打つタイミングが遅くなってしま

うと手遅れになる可能性があります。高齢化

等により農家数は年々減少している現状にお

いて、離農者を少しでも減らすためには、本

会は畜特資金の有効性をきちんと関係者に周

知し、早めに対策してもらうよう尽力する必

要があると思います。

（筆者：（公社）栃木県畜産協会　業務部　経
営支援課　課長　服部　健太）
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はじめに

　本会では、畜産クラスターの中心的な経営
体の育成など経営診断の際の参考値・指標値
を整備するために、道府県畜産会の協力のも
と、全国の畜産経営体を対象に経営状況に係
る全国実態調査を実施しています。
　令和４年度調査では、令和３年の１月から
12 月に期首のある経営を対象に１年間の経
営実績を調査しました。
　このたび、その結果をもとに酪農および肉
用牛経営の収益性や生産技術成績等の全国平
均値を組替集計して、経営指標値を作成しま
した。
　経営の概要、損益、収益性の諸要因等の詳
しい集計結果は、中央畜産会ホームページ
（URL：https://jlia.lin.gr.jp/cluster/）に掲載し
ています。
　本稿では、前号の肉用牛繁殖経営に引き続
き肉用牛肥育経営を対象に実施した令和４年
度調査結果（令和３年実績）について解説し
ます。
　なお、ここでの肉用牛肥育経営とは黒毛和
種肥育牛年間出荷頭数がおおむね 50 頭以上
の肥育専門経営かつ、肥育牛出荷頭数に占め
る黒毛和種去勢の出荷頭数割合が 70％以上

の経営をいいます。

１．近年の価格動向

　全国実態調査の結果の解説の前に、配合飼
料価格および子牛市場価格の推移、和牛枝肉
の１kg 当たり卸売価格について説明します。
　図１に、平成 29 年６月から令和５年６月ま
での月別の肉用牛肥育配合飼料農家購入価格
と肉用子牛市場平均価格の推移を示しました。
　肉用牛肥育配合飼料農家購入価格は、令和
３年にシカゴ相場の上昇に伴って上昇し、令
和４年７月には８万円 /ｔを超えました。そ
の後ほぼ横ばいに推移しています。
　月別の肉用子牛市場平均価格は、令和２年
２月以降、新型コロナウイルス感染症の影響
により、牛肉のインバウンド需要や外食需要
が大幅に減退したことで牛枝肉価格が急落
し、令和２年５月には雌 57 万 47 円、去勢
64 万 5452 円まで低下しました。しかし、
新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の解
除後、肥育経営に対する支援策が講じられた
ことと相まって経済活動の再開とともに市場
価格は急速に回復し、令和３年４月頃には平
成29年の水準まで価格が戻りました。その後、
新型コロナウイルスの感染拡大や物価の上昇

畜産クラスターに係る全国実態調査結果について
―肉用牛肥育編―

畜産データボックス2

（公社）中央畜産会　水野 希海
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（図１）月別の肉用牛肥育配合飼料農家購入価格と肉用子牛市場平均価格の推移

（出典）月別肉用子牛市場平均価格：農畜産業振興機構�月別肉用子牛取引状況表
　　　 肉用牛肥育配合飼料農家購入価格：公益社団法人配合飼料供給安定機構　飼料月報
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（図２）和牛枝肉の１kg当たり卸売価格の推移

（出典）和牛枝肉の１kg 当たり卸売価格：畜産物流通統計
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等の影響により価格は低下傾向にあります。
　図２に、平成 29 年４月から令和５年６月
までの月別の和牛枝肉の１kg 当たり卸売価
格の推移を示しました。令和２年２月以降、
新型コロナウイルス感染症の影響により、牛
肉のインバウンド需要や外食需要の減退によ
り卸売価格は大幅に低下しました。しかし、
５月に入り、経済活動の再開や輸出の回復に
伴い上昇し、11 月以降、和牛価格は令和元
年度を上回る水準で推移しました。令和４年
以降は、物価上昇等の影響により価格は低下
傾向で推移しています。

２．最近の経営動向（３ヵ年）

　表１に、全国実態調査の主要項目の動向（令
和元年から令和３年実績）を示しました。

（１）経営の規模
　労働力員数はわずかに増加し、令和３年は
2.7 人となりました。
　肥育牛飼養頭数は、令和２年からわずかに
増加し 178.8 頭になりました。

（２）収益性と収益性諸要因
　肉用牛生体１kg 当たり販売価格は、令和
３年は 1812 円 /kg と前年比 10％上昇しま
した。それに伴い、肥育牛１頭当たり販売価
格も増加し 142 万 8493 円と前年比 11％増
となりました。その結果、肥育牛１頭当たり
肥育牛販売収入は、令和３年は 82 万 5203
円となりました。また、肥育牛１頭当たり売
上高は、令和３年は 82 万 8157 円と前年比
12％増となりました。
　肥育牛１頭当たり売上原価の内訳をみる

と、もと畜費は、令和３年は 48 万 8008 円
と前年比 12％上昇しました。購入飼料費は、
年々増加し令和３年は 23 万 4657 円で、令
和元年と比較して 16％増となりました。労
働費および減価償却費も年々増加しており、
令和３年はそれぞれ５万 7728 円および１万
6878 円で令和元年と比較して８％および 27
％増となりました。
　その結果、肥育牛１頭当たり売上原価は、
令和３年は 83 万 3792 円で、平成 30 年の
79万4225円と比較して５％増となりました。
　以上により、令和３年の肥育牛１頭当たり
の年間経常所得は３万 4136 円となり、前年
比 142％増となりました。
　また、所得率は年々増加しており、令和３
年は 4.5％となりました。

（３）安全性
　肥育牛１頭当たりの施設機器具平均投資額
は、令和３年は令和２年とほぼ同額で７万
6455 円となりました。資金借入残高は年々
増加し、令和３年は 66 万 1217 円となりま
した。年間借入金償還負担額は、令和２年は
増加しましたが、令和３年は減少に転じ、
５万 9328 円となりました。

３．令和４年度調査の結果

　令和４年度調査結果について、肥育牛１頭
当たり所得階層別の集計結果を所得上位 20
％階層（以下、「上位」といいます）と所得
下位 20％階層（以下、「下位」といいます）
を比較することで解説します。
　なお、集計結果は表２〜５に示しました。
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（表１）主要項目の動向について（令和元年から令和３年）

項　　目 単位 令和元年 令和２年 令和３年 対前年比
２年 /元年

対前年比
３年 /２年

対一昨年比
３年 /元年

集計件数 戸 31 32 38

経
営
の
概
要

労働力員数 人 2.6 2.5 2.7 96% 108% 103%

うち家族労働力員数 人 2.0 1.8 1.9 91% 106% 96%

肥育牛飼養頭数計 頭 176.5 174.0 178.8 99% 103% 101%

うち肉用種飼養頭数 頭 176.4 174.0 178.5 99% 103% 101%

耕・草地のべ面積計 ａ 107.7 86.7 804.2 80% 928% 746%

肥育牛販売頭数合計 頭 101.1 100.8 102.3 100% 101% 101%

うち肉用種去勢若齢販売頭数 頭 98.2 100.2 100.9 102% 101% 103%

うち肉用種雌若齢販売頭数 頭 2.5 0.6 1.3 24% 217% 51%

収
益
性

肥育牛１頭当たり売上高 円 799,907 741,983 828,157 93% 112% 104%

うち肥育牛販売収入 円 792,482 738,158 825,203 93% 112% 104%

肥育牛１頭当たり売上原価 円 794,225 815,636 833,792 103% 102% 105%

うちもと畜費 円 484,803 435,346 488,008 90% 112% 101%

うち購入飼料費 円 202,098 213,712 234,657 106% 110% 116%

うち労働費計 円 53,262 53,877 57,728 101% 107% 108%

うち減価償却費計 円 13,322 14,498 16,878 109% 116% 127%

収
益
性
の
諸
要
因

家族労働力１人当たり年間経常所得 千円 1,067 1,549 3,883 145% 251% 364%

肥育牛１頭当たり年間経常所得 円 12,650 14,106 34,136 112% 242% 270%

出荷牛１頭当たり年間経常所得 円 28,337 29,524 65,408 104% 222% 231%

労働力１人当たり肥育牛飼養頭数 頭 69.8 73.1 69.8 105% 95% 100%

肥育牛１頭当たり販売価格 円 1,387,833 1,282,353 1,428,493 92% 111% 103%

肉牛生体１㎏当たり販売価格 円 1,786 1,643 1,812 92% 110% 101%

実際販売単価（枝肉出荷の場合） 円 2,581 2,417 2,651 94% 110% 103%

肥育牛１頭当たり出荷時体重 円 780 784 791 100% 101% 101%

もと牛１頭当たり購入価格 円 875,674 853,388 808,284 97% 95% 92%

もと牛生体１㎏当たり導入価格 円 2,933 2,901 2,727 99% 94% 93%

導入時平均もと牛体重 kg 299 296 298 99% 101% 100%

年間肥育回転率 回 0.57 0.58 0.58 102% 100% 102%

平均肥育日数 日 619 632 623 102% 99% 101%

販売肥育牛１頭１日当たり増体重 kg/ 日 0.78 0.77 0.79 99% 103% 101%

対導入頭数事故率 ％ 2.2 3.2 2.4 148% 75% 111%

対常時頭数事故率 ％ 1.3 2.0 1.4 157% 70% 110%

肥育牛１頭当たり年間労働時間 時間 32 32 32 101% 100% 101%

肥育牛１頭当たり年間飼養管理労働時間 時間 29 28 23 95% 82% 78%

所得率 ％ 1.8 2.2 4.5 120% 205% 245%

安
全
性

肥育牛１頭当たり施設機器具平均投資額 円 61,307 76,430 76,455 125% 100% 125%

肥育牛１頭当たり資金借入残高 円 573,295 585,064 661,217 102% 113% 115%

肥育牛１頭当たり年間借入金償還負担額 円 54,529 76,449 59,328 140% 78% 109%
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（１）経営の規模
　表２に経営の規模を示しました。併せて、
表４には、収益性の諸要因分析のうち経営の
規模に係る項目も示しています。
　労働力員数は、上位が 2.4 人（うち家族労
働力員数 1.8 人）、下位が 2.1 人（うち家族
労働力員数 1.7 人）で上位が 0.3 人多くなり
ました。
　肥育牛飼養頭数は、上位が 201.6 頭、下位
が 121.0 頭で上位が 80.6 頭多くなりました。
労働力１人当たり肥育牛飼養頭数は、上位が
79.3 頭、下位が 55.8 頭で上位が 23.5 頭多
くなりました。
　肥育牛１頭当たり年間労働時間は、上位が
27 時間、下位が 38 時間で、上位が 11 時間
短くなっていました。

（２）損益
　表３に損益（肥育牛１頭当たり）を示しま
した。併せて、表４には、収益性の諸要因分
析のうち損益に係る項目も示しています。

ア　売上高
　肥育牛１頭当たり肥育牛販売収入は、上位
が 77 万 3840 円、下位が 89 万 8905 円で、
上位は下位よりも約 12 万 5000 円少なくな
りました。一方、肥育牛１頭当たり販売価格
は、上位が 142 万 8515 円、下位が 141 万
8561 円で上位と下位で同程度でした。
　販売価格が同程度であったにもかかわら
ず、年間の販売収入に 12 万円強の差が生じ
ましたが、これは年間肥育回転率が上位が
0.54 回、下位が 0.63 回で下位の方が 0.08
回多くなっており、肥育牛飼養頭数に対する
肥育牛販売頭数の割合が下位の方が多くなっ
たことが要因となっています。
　以上の結果、肥育牛１頭当たり売上高計は
上位が 78 万 2330 円、下位が 90 万 625 円で
上位が約 11 万 8000 円少なくなりました。

イ　売上原価
　肥育牛１頭当たりもと畜費は、上位が 44
万 1377 円、下位が 51 万 241 円で、上位が
６万 8864 円少なくなりました。もと牛１頭当

（表２）経営の規模
項　　　目 単位 全体 下位 20％ 中位 60％ 上位 20％

集計件数 戸 38 8 22 8

労働力
労働力員数 人 2.7 2.1 3.1 2.4
　うち家族労働力員数 人 1.9 1.7 2.1 1.8

飼養頭数
肥育牛飼養頭数合計 頭 178.8 121.0 191.5 201.6
　うち肉用種飼養頭数 頭 178.5 121.0 191.1 201.6

耕・草地
のべ面積計

個別利用自作地 ａ 167.4 162.5 174.3 153.1
個別利用借地 ａ 636.8 400.0 800.0 425.0
共同利用地 ａ 0 0 0 0
耕・草地のべ面積計 ａ 804.2 562.5 974.3 578.1

販売頭数
肥育牛販売頭数合計 頭 102.3 76.8 108 111.9
　うち肉用種去勢若齢販売頭数 頭 100.9 76.3 106 111.9
　うち肉用種雌若齢販売頭数 頭 1.3 0.5 2.1 0.0
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（表３）損益（肥育牛１頭当たり）
項　　　目 単位 全体 下位 20％ 中位 60％ 上位 20％

集計件数 戸 38 8 22 8

売
上
高

肥育牛販売収入 円 825,203 898,905 817,079 773,840
堆肥販売・交換収入 円 1,669 1,110 1,350 3,103
その他売上高 円 1,285 611 39 5,387
売上高計 円 828,157 900,625 818,469 782,330

売
上
原
価

期首飼養牛評価額 円 971,696 1,115,751 957,104 867,768

当
期
生
産
費
用

種付料 円 0 0 0 0
もと畜費 円 488,008 510,241 496,880 441,377
購入飼料費 円 234,657 244,881 239,357 211,506
自給飼料費 円 1,585 5,580 291 1,148
敷料費 円 2,432 1,348 2,589 3,083

労
働
費

雇用労働費 円 7,438 4,974 8,391 7,282
家族労働費 円 50,290 63,969 47,916 43,139
労働費計 円 57,728 68,942 56,307 50,421

診療・医薬品費 円 6,874 5,958 7,412 6,313
電力・水道費 円 7,689 8,307 7,606 7,301
燃料費 円 4,936 5,312 4,762 5,039
減
価
償
却
費

建物・構築物減価償却費 円 8,091 17,671 5,153 6,591
機器具・車輌減価償却費 円 8,787 9,992 9,034 6,905
家畜減価償却費 円 0 0 0 0
減価償却費計 円 16,878 27,663 14,187 13,495

修繕費 円 8,121 7,640 6,696 12,520
小農具費 円 1,194 1,716 1,276 445
消耗諸材料費 円 7,112 10,109 6,263 6,451
賃料料金その他 円 5,612 15,303 2,834 3,561
当期生産費用合計 円 842,826 913,002 846,459 762,659

期中成牛振替額 円 0 0 0 0
期末飼養牛評価額 円 980,730 1,020,383 993,202 906,780
売上原価 円 833,792 1,008,369 810,361 723,647

売上総利益 円 △�5,635 △�107,744 8,108 58,683
販
売
費
・
　

一
般
管
理
費

販売経費 円 41,496 52,118 38,268 39,751
共済掛金等 円 7,548 9,572 7,521 5,600
その他販売費・一般管理費 円 19,548 31,309 17,104 14,508
販売費・一般管理費計 円 68,592 92,999 62,893 59,859

営業利益 円 △�74,227 △�200,742 △�54,785 △�1,176

営
業
外
収
益

受取利息 円 0 0 0 1
奨励金・補填金 円 51,793 97,451 38,608 42,393
成牛処分益 円 0 0 0 0
その他営業外収益 円 12,959 3,015 9,534 32,323
営業外収益計 円 64,753 100,467 48,142 74,717

営
業
外
費
用

支払利息 円 4,110 4,582 4,486 2,605
支払地代 円 234 0 0 1,113
経営安定積立金 円 1,666 780 1,029 4,300
成牛処分損 円 0 0 0 0
その他営業外費用 円 669 258 616 1,226
営業外費用計 円 6,679 5,620 6,132 9,244

経常利益 円 △�16,154 △�105,895 △�12,775 64,297
経常所得 円 34,136 △�41,927 35,141 107,436
当期償還額控除所得 円 △�25,192 △�95,556 △�7,758 △�2,771
同上償却費加算額 円 △�8,314 △�67,894 6,428 10,724
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たり購入価格をみると、上位が 77 万 2439 円、
下位が 85 万 9987 円で、上位が８万 7548 円
低くなっていました。これは、導入時平均も
と牛体重が、上位が 286kg、下位が 304kg と
上位の方が 18kg 少ないことが、もと牛購入
価格の差の一因になっていることが伺えます。
　購入飼料費は、上位が 21 万 1506 円、下
位が 24 万 4881 円で、上位が３万 3375 円
少なくなりました。
　労働費計は、上位が５万 421 円、下位が
６万 8942 円で、上位が１万 8521 円少なく

なりました。
　減価償却費計は、上位が１万 3495 円、下
位が２万 7663 円で、上位が１万 4168 円少
なくなりました。表５の施設投資・資金借入
状況のうち肥育牛１頭当たり施設機器具平均
投資額をみると、上位が８万 1722 円、下位
が８万 8321 円で、上位が 6599 円少ないこ
とが、減価償却費の差の一因になっているこ
とが伺えます。
　以上の結果、当期生産費用合計は、上位が
76 万 2659 円、下位が 91万 3002 円で、上位

（表４）収益性の諸要因分析
項　　　目 単位 全体 下位 20％ 中位 60％ 上位 20％

集計件数 戸 38 8 22 8
家族労働力１人当たり年間経常所得 千円 3,883 △�2,424 3,289 11,823
肥育牛１頭当たり年間経常所得 円 34,136 △�41,927 35,141 107,436
出荷牛１頭当たり年間経常所得 円 65,408 △�58,276 60,920 201,430
労働力１人当たり肥育牛飼養頭数 頭 69.8 55.8 71.3 79.3
肥育牛１頭当たり年間労働時間 時間 32 38 32 27
肥育牛１頭当たり年間飼養管理労働時間 時間 23 26 23 21
飼料生産のべ 10 ａ当たり労働時間 時間 18 49 9 11
雇用依存率 ％ 18 12 21 14
肥育牛１頭当たり耕・草地のべ面積 a 6 10 4 6
肥育牛１頭当たり借入地面積 a 4 8 3 4
借入地依存率 ％ 24 18 25 27
所得率 ％ 4.5 △�4.2 4.3 13.8
売上高経常利益率 ％ △�1.5 △�11.3 △�1.6 8.3
肥育牛１頭当たり販売価格 円 1,428,493 1,418,561 1,432,096 1,428,515
肉用牛生体１㎏当たり販売価格 円 1,812 1,815 1,826 1,772
実際販売単価（枝肉出荷の場合） 円 2,651 2,641 2,673 2,600
肥育牛１頭当たり出荷時体重 kg 791 784 789 804
もと牛１頭当たり購入価格 円 808,284 859,987 802,517 772,439
もと牛生体１㎏当たり導入価格 円 2,727 2,830 2,665 2,794
導入時平均もと牛体重 kg 298 304 301 286
年間肥育回転率 回 0.58 0.63 0.57 0.54
平均肥育日数 日 623 624 615 645
販売肥育牛１頭１日当たり増体重 kg/ 日 0.79 0.77 0.80 0.80
対導入頭数事故率 ％ 2.4 3.0 2.3 1.9
対常時頭数事故率 ％ 1.4 1.9 1.3 1.1
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が15万343円少なくなりました。売上原価は、
上位が 72 万 3647 円、下位が 100 万 8369 円
で、上位が 28 万 4722 円少なくなりました。

ウ　収益
　以上、アとイの結果、肥育牛１頭当たり売
上総利益は、上位が５万 8683 円、下位が
△ 10 万 7744 円となりました。
　営業利益は、上位が△ 1176 円、下位が
△ 20 万 742 円となりました。
　経常利益は、上位が６万 4297 円、下位が
△ 10 万 5895 円となりました。
　経常所得は、上位が 10 万 7436 円、下位
が△４万 1927 円となりました。
　家族労働力１人当たり年間経常所得は、上
位が 1182.3 万円、下位が△ 242.4 万円とな
りました。肥育牛１頭当たり年間経常所得
は、上位が 10 万 7436 円、下位が△４万
1927 円となりました。
　所得率をみると上位が 13.8％、下位が
△ 4.2％となりました。

（３）まとめ
　肉用牛肥育経営では、上位は所得率が
13.8％で、家族労働力１人当たりおよび肥育
牛１頭当たり年間経常所得で高い所得を得て
いました。下位は所得率が△ 4.2％とマイナ
スとなり、売上高がほとんど所得につながっ

ておらず、家族労働力１人当たりおよび肥育
牛１頭当たり年間経常所得で上位と大きな差
が生まれました。
　これは、上位が売上高計は下位よりも少な
かった一方で、もと畜費、購入飼料費、家族
労働費、減価償却費など全体として経費を抑
えることで、下位よりも売上原価が低かった
ことが要因となっています。
　収益性の諸要因分析を見ると、下位は上位
に比べて肥育回転率が良く、肥育牛１頭当た
り販売収入では上位を上回っていました。
　下位のもと牛１頭当たり購入価格が上位と
同額であった場合、肥育牛１頭当たりもと畜
費は 45 万 4673 円となり、当期生産費用は
85 万 7434 円、売上総利益は△５万 2176 円、
その結果、経常利益は△５万 327 円となり
ます。しかしながら、依然として経常利益は
マイナスであり、上位と比べて 11 万 4624
円低い結果となります。
　以上により、下位は上位よりも全体的に経
費がかさんでいることから、所得に大きな差
が生まれました。
　今回の調査結果を経営改善のための参考と
して活用ください。
　最後に、調査にご協力いただいた道府県畜
産会の皆さまに厚くお礼申し上げます。
（筆者：（公社）中央畜産会（支援・調査）調
査役）

（表５）施設投資・資金借入状況
項　　　目 単位 全体 下位 20％ 中位 60％ 上位 20％

集計件数 戸 38 8 22 8
肥育牛１頭当たり施設機器具平均投資額 円 76,455 88,321 70,225 81,722
肥育牛１頭当たり資金借入残高 円 661,217 637,975 712,064 544,631
肥育牛１頭当たり年間借入金償還負担額 円 59,328 53,630 42,899 110,207
経常所得対借入金償還額比率 ％ 135.8 △�287.2 301.3 103.6
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１．肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）〔令和５年 10 月分〕
　令和 5 年 10 月に販売された交付対象牛に適用する畜産経営の安定に関する法律（昭和 36 年

法律第 183 号）第３条第１項に規定する交付金について、肉用牛肥育経営安定交付金交付要綱（平

成 30 年 12 月 26 日付け 30 農畜機第 5251 号）第４の６の（5）のオの規定および同（5）のカ

の規定により準用する同（１）から（４）までの規定に基づき標準的販売価格および標準的生産

費ならびに交付金単価を公表しました。

　また、当該交付対象牛に係る交付金の交付については、概算払を行います。標準的生産費およ

び交付金単価の確定値については、令和６年２月上旬に公表する予定です。

各種交付金単価の公表について
農畜産業振興機構からのお知らせ3

（つづく）

（表１）肉専用種の交付金単価（概算払）

算出の区域 肉用牛１頭当たりの
標準的販売価格

肉用牛１頭当たりの
標準的生産費

肉用牛１頭当たりの
交付金単価（概算払）※1 算出の区域 肉用牛１頭当たりの

標準的販売価格
肉用牛１頭当たりの
標準的生産費

肉用牛１頭当たりの
交付金単価（概算払）※1

北海道 1,117,531 円 1,320,804 円 175,945.7 円 静岡県 1,140,971 円 1,283,545 円 121,316.6 円

青森県

1,126,308 円

1,271,438 円 123,617.0 円 新潟県
1,223,762 円

1,283,179 円 46,475.3 円

岩手県 1,235,617 円 91,378.1 円 富山県 1,254,481 円 20,647.1 円

宮城県 1,278,485 円 129,959.3 円 石川県※2 1,646,092 円 1,239,751 円 －

秋田県 1,264,907 円 117,739.1 円 福井県 1,223,762 円 1,240,216 円 7,808.6 円

山形県 1,245,111 円 99,922.7 円 岐阜県

1,327,047 円

1,329,815 円 －

福島県 1,266,700 円 119,352.8 円 愛知県 1,273,356 円 －

茨城県

1,140,971 円

1,297,619 円 133,983.2 円 三重県 1,267,437 円 －

栃木県 1,295,480 円 132,058.1 円 滋賀県

1,176,328 円

1,299,851 円 104,170.7 円

群馬県 1,302,713 円 138,567.8 円 京都府 1,300,951 円 105,160.7 円

埼玉県 1,290,294 円 127,390.7 円 大阪府 1,274,927 円 81,739.1 円

千葉県 1,275,368 円 113,957.3 円 兵庫県※2 1,550,501 円 1,323,183 円 －

東京都 1,255,623 円 96,186.8 円 奈良県
1,176,328 円

1,303,219 円 107,201.9 円

神奈川県 1,290,390 円 127,477.1 円 和歌山県 1,234,527 円 45,379.1 円

山梨県 1,231,646 円 74,607.5 円 鳥取県
1,146,813 円

1,297,721 円 128,817.2 円

長野県 1,270,053 円 109,173.8 円 島根県 1,279,332 円 112,267.1 円
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算出の区域 肉用牛１頭当たりの
標準的販売価格

肉用牛１頭当たりの
標準的生産費

肉用牛１頭当たりの
交付金単価（概算払）※1 算出の区域 肉用牛１頭当たりの

標準的販売価格
肉用牛１頭当たりの
標準的生産費

肉用牛１頭当たりの
交付金単価（概算払）※1

岡山県

1,146,813 円

1,272,164 円 105,815.9 円 佐賀県

1,139,405 円

1,289,210 円 127,824.5 円

広島県 1,295,069 円 126,430.4 円 長崎県 1,288,371 円 127,069.4 円

山口県 1,283,883 円 116,363.0 円 熊本県 1,294,287 円 132,393.8 円

徳島県

1,162,361 円

1,286,432 円 104,663.9 円 大分県 1,277,395 円 117,191.0 円

香川県 1,296,980 円 114,157.1 円 宮崎県 1,282,640 円 121,911.5 円

愛媛県 1,242,088 円 64,754.3 円 鹿児島県 1,279,185 円 118,802.0 円

高知県 1,193,773 円 21,270.8 円 沖縄県 1,322,201 円 1,246,122 円 －

福岡県 1,139,405 円 1,293,329 円 131,531.6 円

（表２）交雑種・乳用種の交付金単価（概算払）
肉用牛 1頭当たりの標準的販売価格 肉用牛 1頭当たりの標準的生産費 肉用牛 1頭当たりの交付金単価（概算払）※1

交雑種 689,805 円 747,137 円 44,598.8 円
乳用種 473,651 円 467,520 円 ―

※１�　肉用牛１頭当たりの交付金単価（概算払）は、配合飼料価格安定制度における四半期別の価格差補塡の発動がないものと
して算出した肉用牛１頭当たりの標準的生産費（見込み）と、肉用牛１頭当たりの標準的販売価格との差額に、100 分の
90を乗じた額から 7,000 円を控除した額です。

※２�　※２を付した２県については、都道府県標準販売価格が、全国一円を区域として算出した標準的販売価格に、都道府県標
準販売価格の標準偏差の２倍の額を加えた額を上回ったため、単独で標準的販売価格の算定を行っています。

注）�　令和２年４月末日から令和３年５月末日までに負担金の納付期限を迎える登録肉用牛のうち、負担金の納付期限を猶予し
た登録肉用牛について、交付金の交付がある場合は、国費分のみ（４分の３相当額）の支払いとなります。�
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〔農畜産業振興機構からの正誤表〕
　令和５年 11 月 15 日（水）に修正し公表いたしました「肉用牛肥育経営安定交付金（牛マル
キン）の交付金単価について【令和５年７・８・９月分】」（以下、公表資料）につきまして、下
記のとおり再訂正いたしますとともに、関係の皆様に深くお詫び申し上げます。
　今後、体制強化等により一層の再発防止に取り組んでまいります。
　交付金単価の変更に伴い、速やかに追加分を振込めるよう手続を進めております。
　なお、現在の公表資料につきましては、修正後の資料となっております。
� 令和５年 11 月 24 日

記
１　【肉専用種（北海道）】【交雑種】について（公表資料 p.1、p.7）
　１　肉専用種

令和５年９月確定値（誤） 令和５年９月確定値（正）

北海道

肉用牛１頭当たりの
標準的販売価格 1,161,041�円 1,129,049�円

肉用牛１頭当たりの
交付金単価 128,736.0�円 157,528.8�円

　２　交雑種
令和５年９月確定値（誤） 令和５年９月確定値（正）

肉用牛１頭当たりの
標準的販売価格 705,849�円 697,162�円

肉用牛１頭当たりの
交付金単価 45,247.5�円 53,065.8�円

２-１　公表資料うち参考３－１【肉専用種（北海道）】について（公表資料 p.15）
区�分 北海道（誤） 北海道（正）

標準的販売価格　　　　　（Ａ） 1,161,041 1,129,049
差額　　　　　　　　　　（Ｃ）＝（A）－（B） △�143,040 △�175,032
交付金単価（確定値）　　 （Ｄ）＝�￨（C）￨ × 0.9 128,736.0 157,528.8

標準的販売価格（Ａ）＝①＋② 1,161,041 1,129,049
主産物価格�①＝ａ×ｂ 1,147,068 1,115,076

枝肉市場価格（円 /kg）ａ 2,223 2,161
参考 枝肉市場価格（円 /kg）（相対取引等） 2,277 2,166

２-２　公表資料うち参考３－２【交雑種】について（公表資料 p.17）

区�分 交雑種（誤） 交雑種（正）
標準的販売価格　　　　　（Ａ） 705,849 697,162
差額　　　　　　　　　　（Ｃ）＝（A）－（B） △�50,275 △�58,962
交付金単価（確定値）　　 （Ｄ）＝ ￨（C）￨ × 0.9 45,247.5 53,065.8

標準的販売価格（Ａ）＝①＋② 705,849 697,162
主産物価格�①＝ａ×ｂ 697,004 688,317

枝肉市場価格（円 /kg）ａ 1,364 1,347
参考 枝肉市場価格（円 /kg）（相対取引等） 1,406 1,354

11 月 20日号（No.408）農畜産業振興機構のお知らせ記事の訂正

問合先　畜産経営対策部�肉用牛肥育経営課
　　　　担当：新田、布村、冨岡、川又、鈴木
　　　　電話：03-3583-8562
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